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加藤陽子（東京大学） 

 

１ 「世界に誇る国民本位の新たな国立公文書館」の建設を議論するにあ

たって 

 ○ 新たな国立公文書館は、国の歴史を遺す、国民の記憶の場所として

の「ナショナル・モニュメント」となるべき建物として建設される

点。 

 ○ 国民の目に映ずる国の文書 

国民にとって国の文書といった場合、立法、司法、行政のそれぞれ

が作成した記録といった目では見ていないはず。国家として一体的

になされた政策決定過程を、現在及び将来の国民にしっかりと残し、

「この国のかたち」として見て貰う施設。 

 ○ 建設場所の象徴的な意味 

・ 国権の最高機関である国会の周辺であること。 

・ 同時に行政権の行使について国会に対し連帯して責任を負うととも

に、衆議院の信認を要する内閣というもの、その内閣を代表する首

相官邸の周辺でもあること。 

・ だからこそ、小中高校生らの見学の対象ともなるのではないか。 

 ○ 建設予定地の土地の広さと位置づけ 

上述した、国立公文書館に期待される機能と役割からも、考察され

る必要があるのではないか。 

 ○ 国立公文書館における「JFK－その生涯と遺産」展（平成 27 年 3 月

6 日～5月 10 日）の成功 

・ 展示の重要性～「国家として一体的になされた政策決定過程」を、

国民が体験する、実感する場所 

・ 史料展示の構成の重要性、史料の所蔵元の多様性 

・ 来館人数 4 万超、「友の会」の組織、小中高校生、教員へのアウトリ

ーチ活動の積極化、ＳＮＳでの発信 

 

【参考１：アメリカ国立公文書館の改修】 

・アメリカ国立公文書館では公共へのアウトリーチ活動を重視する戦略計

画（1996 年初版）の一環として、建物の改修に着手し、特に合衆国の自

由憲章である独立宣言、憲法、権利章典の展示方法を改良。「自分たちが
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どのような場所にやってきたのか、この憲章が今日、自分たちにどのよう

な影響を及ぼしたのか」を知り、「展示室の壁の向こう側にある何百万と

いう記録」に気づき、その重要性と記録が自らが利用するためにあるとい

うことを認識できる施設に改装。（ジョン・カーリン（元 NARA 長官）「NARA

とともに―わが戦略と成果」（2006）） 

・390 人の研究者が一度に同館（アメリカ国立公文書館新館）を利用できる

ようになった。長期休暇がとれる夏休みはいつも満席の状態であるが、学

会がワシントンＤＣで行われるときは特にそうだ。（ロバート・Ｄ・エル

ドリッヂ大阪大学准教授「序幕は過去に開く」(2008)） 

 

【参考２：「JFK－その生涯と遺産」展における展示資料の例】 

・1943 年 8 月 2 日、ケネディ乗艦の魚雷艇と日本の駆逐艦天霧が衝突した

一件の史料→「第三水雷戦隊戦時日誌戦闘詳報」（防衛省防衛研究所戦史

センター所蔵） 

・ケネディが大統領に就任した時点の 1961 年 1 月 21 日「佐藤栄作日記」

（国立公文書館所蔵） 

・キューバミサイル危機の際の 1962 年 10 月 16 日「東条の気持ちがわかっ

た云々」メモ（JFK 大統領図書館・博物館所蔵） 

・ケネディ暗殺時の分析「米国内政関係雑件 ケネディ大統領暗殺事件」

（外務省外交史料館所蔵） 

・1963 年 11 月 25 日、イグナチオ教会での追悼ミサに皇太子妃出席「外交

慶弔録」（宮内庁公文書館所蔵） 

・ロバート・ケネディ来日ニュース「富士電機ニュース速報」（富士電機所

蔵）  

 

２ 国立公文書館が「保有」すべき文書について 

（１）司法府文書の国立公文書館移管（別紙 3） 

○ 司法府の文書については、「歴史資料として重要な公文書等の適切な

保存のために必要な措置について」（平成 21 年 8 月 5 日内閣総理大

臣最高裁判所長官申合せ）により移管が実施されている。 

 

（２）立法府文書の国立公文書館「移管」 

○ 立法府の文書については、調査検討会議において積極的な議論を積

み重ねてきたところ。具体的な進展を期待する有識者は多い（別紙）。 
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○ 立法府の文書について、保存や利用提供の必要性を求める有識者も

少なからずいる。 

 

【参考３：ドイツの例】 

連邦公文書館法（1988 年）により、連邦議会は連邦公文書館へその文

書を移管するかどうかの決定権を有しているが、1949 年に独自に設立し

ていた議会公文書館を選択し、委員会審議など法律の制定過程に関する文

書や、事務局文書、議員の略歴や選挙資料、音声記録等を保存。 

（上代庸平編『アーカイブズ学要論』（2014）ほか） 

 

（３）私文書の積極的収集 

○ 個人が保管している歴史的価値のある公的文書については、後世に

確実に伝える必要があること及び国民の主体的な利用や展示の対象

として的確な取扱いを行う必要があることからこれを保全する観点

から国立公文書館において積極的な収集を検討すべきではないか。 

 

（４）他の公文書館・大学等との関係 

○ 他の公文書館や大学等が所蔵する資料の収集については、アメリカ

においても複製を収集しており、所蔵機関等から原本を強制的に収

用するのではなく、複製により集めるというのがナショナルスタン

ダード。 

○ 国民に対しては、ネットワーク（制度的にも、組織的にも、インター

ネットという意味でも）を緊密にすることが重要。国立公文書館は、

どの文書がどこに収蔵されているのかの案内等、交通整理の役割が

大切。 

 

【参考４：イギリスの例】 

イギリスでは公記録法が適用されない民間の重要な記録を 把握し、利

用者に提供するための情報収集・データベースの仕組みがあり、国立公文

書館が運営。例えばウィンストン・チャーチルで検索すると、大英図書館、

議会公文書館、個人コレクション等に 100 数件のヒットがあり、利用者が

アクセスすべき先が直ちにわかるようになっている。なお、従来政治家の

私文書を収集していた議会公文書館は、国内の文書館が議員の私文書を収

集・保存する仕組みが整ってきたため、その収集ポリシーにおいて、将来
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的にそのような他の文書館への提供が進むことを適切であるとしている。 

 

【参考５：イタリアの例】 

・記録はその発生源（作成部局）がある場所に保存され、広く利用される

べきという基本的な発想がある（1875 年勅令）。 

・国立中央文書館のほか、県庁所在地ごとに設けられた国立文書館等（100

館 35 セクション）及び文書保護局（20 の州都に所在）のネットワーク

により、国家機関のアーカイブズにとどまらず、非国家機関のアーカイ

ブズ（民間機関・企業・事業体等）も監理。 

（マリア・バルバラ・ベルティーニ（国立ミラノ文書館館長、付属古文

書学校校長）『アーカイブとは何か』（2012）） 

 

３ 公文書館の組織・運営 

○ 諸外国の例を見ても、公文書館設立以降、組織的な位置づけについて

は紆余曲折があるが、いずれも行政府の中で設置。独立性、専門性、

資料整理を担当するスタッフの供給可能性がポイントではないか。 

○ アメリカにおいても、国立公文書館に設けられた議会公文書センタ

ーのように取り扱う資料の性質に応じて専門性への配慮をしている。

（組織の設計、スタッフの構成等で配慮することはあり得るのでは

ないか。） 

 

【参考６：アメリカの例】 

・ 1934 年国立公文書館機関（National Archives Establishment）を創

設。 

・ 国立公文書館機関は、1950 年 9 月に共通役務庁（General Services 

Administration）に組み込まれるまで、独立の機関として存在。その

後 30 年余り、同庁の下に置かれていた。 

政府の関係者も部外者も共にこの状態に非常に不満を持っていた。 

・ 1980 年 7 月に長官になったワーナーが「独立」運動を開始した際は、

議会の有力者や各地の新聞の支持を受けた。結局 1984 年 10 月国立公

文書記録管理局を独立機関として再設置。 

（ロバート・Ｄ・エルドリッヂ大阪大学准教授「序幕は過去に開く」

(2008)） 
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１．平成 27 年 2 月 第 8 回「国立公文書館の機能・施設の在り方等に関す

る調査検討会議」 

 

○加藤委員 

やはり立法府の文書をどう受け取るかは大事で、中間提言報告などで

も多少書かれていた。今度報告書を出す際には、やはり議連が第 3 回の総

会を開くことも念頭に置き、立法府国会の側に対して、我々が非常に危機

意識を持って見ているというシグナルを出したほうが良いと思う。つま

り、公文書管理法は施行後 4 年たった。閣議を始めとする議事録もとるよ

うになった。戦後の議院内閣制、国権の最高機関としての国会、というも

の、民主制がある中で国会この活動が今国民の目に見えるところでは、テ

レビの国会中継を見る以外は、議員の発言録の閲覧システムが国会図書

館のページにあるが、そのようなもので見る形になるだろう。では、乱闘

を含め（笑）、議員の発言という形だけを記録して、国会議員の活動とし

て残すことで十分なのか。議員の先生たちに、それでいいのかということ

をやはり問いかけていかなければいけならないと思う。行政の側はかな

りきちんと行って整ってきた。その中で、立法府が委員会などを通じた審

議で随分法案を変えている、この国会審議の過程、議員立法の過程が、こ

れが国の形をつくっているということが史料と記録という形で、国民の

前に示されなければいけない。それはやはり永野先生の話にあったよう

に、文書という形で小中学生から見せなければいけない。そのようなこと

を今まで立法府がやってきていない。これは非常に国民の前に国の活動

を見せるという点で問題になっているのだということをきちんと危機意

識を我々は持っているということを促す形での文章が入ったほうが議連

としても動きやすいのではないかと思う。 

 

○尾崎オブザーバー  

今の話は、そのとおりだと思うが、前の中間報告も、今度の提言骨子案

も、少し国会に対する遠慮が強過ぎるのではないかと思う。やはりせっか

くこれだけの委員にお集まりいただいてこのような報告を出すわけであ

るから、本当はそのあたりの区分は非常に大切なことであることはよく

わかるのだが、このような報告書なのだから、もう少しはっきり、それは

衆議院の問題であるとかと言っているだけではなく、はっきりこうして

くれと言ってしまったほうが良いと思う。 

（別紙１） 
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２．「日本における公文書管理法の制定と今後の課題」（2012/2 アーカイブ

ズ 46 号） 

東京大学大学院法学政治学研究科教授 宇賀 克也 

（公文書管理委員会委員長） 

 

公文書管理法第 14 条第 1項では、立法機関は、内閣総理大臣と協議して

定めるところにより、立法機関の保有する文書を内閣総理大臣を通じて国

立公文書館に移管することができるとしていますが、移管の前提となる「協

議による定め」がまだ締結されていません。したがって、立法機関の保有

する歴史的価値のある文書の保存期間が満了しても、これを国立公文書館

に移管できない状態が継続しています。衆議院の場合には、保存期間が満

了した行政文書であって文書取扱責任者が憲政記念館で保存することが適

当と認めたものは憲政記念館に移管されますが、参議院については、憲政

記念館に対応する施設はありませんし、衆議院についても、憲政記念館で

十分なスペースを確保できるのか、そこでの利用についても利用請求権が

保障されるべきではないか等の問題があります。可及的速やかに、立法機

関と内閣総理大臣の間で「協議による定め」が締結されることが期待され

ます。 

 

 

３．第 42 回(2015 年 3 月 27 日開催)公文書管理委員会 

（調査検討会議の提言を公文書管理委員会でご報告） 

 

○三宅委員（日弁連副会長） 

資料 3－2 の 14 ページの下から 2 つ目の○に「議会公文書館は設置し

ておらず、立法府の文書は、原則として衆参それぞれの事務局の各課で分

散保存され、行政機関の保有する情報の公開に関する法律の適用もない

ことから一般国民による閲覧などの利用は必ずしも容易ではない」とい

うところがございまして、15 ページの国立公文書館法案審議の際も、国

立公文書館における行政文書の保存のみならず、国全体の歴史資料とし

ての統一的な管理を図るべきだということで議論になったかと思うので

すが、この提言をざっと見させていただきますと、できれば国会と立法、
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司法、行政の三権の重要歴史公文書の保存・利用が全て可能になるような

ものであるべきだという提言がされているので、大変結構な提言だと思

うのです。 

具体的にも、例えば 3.11 の福島の原発事故の政府の事故調査報告書の

方は情報公開の請求の対象になって、実際訴訟まで起きていますし、事実

上政府が裁量的開示で公表しているものもございますが、政府事故調の

調査報告書が国会の事故調の方にも、たしか判断のための資料として移

管されて、国会事故調もそれを判断の素材、報告書作成の素材にしたと思

うのですが、こちらの方は国会が管理しているということで情報公開法

の対象にはならないし、国家の部局の中で事実上その開示をするかどう

かについての手続の判断機関はございますが、司法の判断には委ねない

というところで今の 14 ページの御説明になっていると思うのです。ここ

の点が日本の情報法制の中で今、一番の問題になっているところで、しか

も国会がその点について何らアクションを起こしていないというのは非

常にゆゆしき問題だと思っていましたところ、今回議員連盟もできて、国

会のこのあたりのところもいろいろなことをお考えになる一つのきっか

けができたと思いますので、ぜひとも公文書管理委員会の方でこういう

意見が出ているということも踏まえていただいて、積極的に立法・司法・

行政の三権の一元的な文書管理が実現するようにお図りいただければと

思います。 

特に、司法との方は大分進みまして、ここにありますように民事判決原

本。これは私も、国立公文書館の有識者会議の際に座長を務められた石原

官房副長官が常におっしゃっていた点で、民事判決原本が一時国立大学

の書庫に保存されていたけれども、それもいっぱいになったのでという

ことで公文書館法ができたことをきっかけに、最高裁から直接公文書館

に移管される扱いになって、さらに検察庁が保管している刑事訴訟記録

についても、14 ページにございますが、前任の谷垣法務大臣が非常に熱

心だということで、昨年の 8 月に内閣総理大臣と法務大臣の間で申し合

わせがされて、軍法会議に係る刑事訴訟記録ですから、いわゆる二・二六

事件とか五・一五事件とか、そのようなものが国立公文書館に移管されて、

国民もそれに触れて歴史認識に資するという点では非常に重要なことが

進められておりますので、ぜひとも国会の方も裁判所と肩を並べて公文

書館と一体的な運用を図っていただけるようにお考えいただければと、

特にそういう意見を述べさせていただきたいと思います。 
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7

の
レ
コ
ー
ド
セ
ン
タ
ー

1
3
の

大
統

領
図

書
館

本
館

（
ﾛ
ﾝ
ﾄﾞ
ﾝ
郊

外
）

6
5
,2
0
0
㎡

※
ス
コ
ッ
ト
ラ
ン
ド
、

北
ア
イ
ル
ラ
ン
ド

は
別

組
織

国
立

公
文

書
館

（
ﾊ
ﾟﾘ
、
ﾌ
ｫ
ﾝ
ﾃ
ｰ
ﾇ
ﾌ
ﾞﾛ
ｰ
、

ﾋ
ﾟｴ
ｰ
ﾙ
ﾌ
ｨｯ
ﾄｼ

ｭ
ﾙ
ｾ
ｰ
ﾇ
）

1
8
7
,0
0
0
㎡

国
立

海
外

文
書
館

（
ｴ
ｸ
ｻ
ﾝ
ﾌ
ﾟﾛ
ﾊ
ﾞﾝ
ｽ
）

1
1
,1
4
0
㎡

国
立

労
働

文
書

館
（
ﾙ
ｰ
ﾍ
ﾞ）

1
2
,8
0
0
㎡

コ
ブ
レ
ン
ツ
本

館
1
1
8
,0
0
0
㎡

ベ
ル

リ
ン
本

館
、

軍
事

公
文

書
館

（
ﾌ
ﾗ

ｲ
ﾌ
ﾞﾙ
ｸ
ﾞ）
、
映

画
資

料
館

（
ﾍ
ﾞﾙ
ﾘ
ﾝ
）

ほ
か

、
全

9
施

設
。

本
部

（
ﾃ
ｼ
ﾞｮ
ﾝ

政
府

合
同
庁
舎
内
）

1
3
,0
0
0
㎡

支
所

（
ﾌ
ﾟｻ
ﾝ
）

2
1
,6
7
0
㎡

新
館

（
ｿ
ﾝ
ﾅ
ﾑ
）

6
2
,2
4
0
㎡

閲
覧

事
務

所
（
ｿ
ｳ
ﾙ
）

主
な
収

集
資
料

・
政
府
機
関
公
文

書
（
外

務
省

、
宮

内
庁
等
の
文
書
を

除
く
）

・
司
法
文
書

・
法
人
文
書

・
寄
贈
寄
託
文
書

・
連

邦
政

府
機

関
公

文
書

・
連
邦

議
会

記
録

・
裁
判

所
記

録
・
大
統

領
記

録
・
航
空

写
真

・
地

図
/
建

築
図

面
・
音

声
/
映

像
記

録
・
映
画
フ
ィ
ル
ム

・
連

邦
、
イ
ン
グ
ラ

ン
ド
、
ウ
ェ
ー
ル

ズ
各

政
府

機
関

の
公

文
書

・
王

室
記

録
・

一
部

裁
判

所
記

録
・

私
文

書

・
政

府
機

関
公
文
書

（
外

務
省

、
国

防
省

の
文

書
を
除

く
）

・
裁

判
所

記
録

・
公

証
人

記
録

・
私

文
書

/
企

業
文

書
・

植
民

地
資

料

・
政
府
機
関
公
文
書

・
裁
判
所
記
録

・
国
家
的
に
重
要
な

個
人

・
政

党
・
団

体
等
の
記
録

・
映
画
フ
ィ
ル
ム

・
政
府
機
関
公
文
書

・
大
統
領
記
録

・
土
地
台
帳

・
国
家
行
事
の
映
像

・
記

念
切

手
、
絵

葉
書

・
地

図
/
建

築
図

面

所
蔵
量

5
9
km

1
,4
0
0
km

2
0
0
km

3
8
0
km

3
0
0
km

1
7
7
km

20
15

.5（
別
紙
２
）

（
（
独
）
国
立
公
文
書
館
作
成
資
料
）
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歴史資料として重要な公文書等の適切な保存のために必要な

措置について

平成２１年８月５日

内閣総理大臣
申合せ

最高裁判所長官

裁判所の保管に係る歴史資料として重要な公文書等の適切な保存のために必要な

措置を講ずるため，国立公文書館法（平成１１年法律第７９号）第１５条第１項に

基づき，次のとおり定めることとし，平成２１年８月５日から実施する。

１ 裁判所がその適切な保存のために必要な措置を講ずるものとされている「歴史

資料として重要な公文書等」の中核となるものは，次のとおりとする。

(1) 歴史資料として重要な判決書等の裁判文書

(2) 次の事項が記録された司法行政文書

ア 裁判所の過去の主要な活動を跡づけるために必要な，司法行政に係る重要

な政策等裁判所の運営上の重要な事項に係る意思決定

イ アの決定に至るまでの審議，検討又は協議の過程及びその決定に基づく施

策の遂行過程

２ 「歴史資料として重要な公文書等の適切な保存のために必要な措置」とは，裁

判所から内閣総理大臣（独立行政法人国立公文書館）に対し，裁判所の保管に係

る歴史資料として重要な公文書等を移管することとする。

（別紙３）
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（
別
紙
４
）
 

 展
示
の
中
核
と
な
り
得
る
重
要
歴
史
公

文
書

等
の

例
 

  

 
 

大
日
本
帝
国
憲
法
（
御
署
名
原
本
）
 

 
 

明
治

22
（

18
89

）年
2
月

11
日
に
発
布
さ
れ
た
大

日
本
帝
国

憲
法
の

原
本
。

 近
代
国
家
と
し
て
出
発
し
た
我
が
国
の
す
が
た
を
規
定
し
、
ア
ジ

ア
で
初
め
て
の
近
代
的
憲
法
と
な
っ
た
重
要
な
文
書
。

＜
展
示

機
能
＞

 

10 

国
立
公
文

書
館
の

機
能

・
施

設
の

在
り
方

等
に
関

す
る
調

査

検
討
会
議
（
第

２
回

・
資

料
３
よ
り
抜

粋
）
 



 

 
 

 
 

五
箇
条
の
御
誓
文

 
 

 

国
立
公
文
書
館
所
蔵
の
「五

箇
条
の
御
誓
文
」は

、
後
年
筆
写
さ
れ
た
も
の
。
宮
内
庁
書
陵
部
に
は
、
浄
書
に
当
た
っ
た
有
栖
川
宮

 家
に

伝
わ
っ
て
い
た
も
の
が
保
存
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
近
年
で
は
原
案
の
作
成
に
携
わ
っ
た
由
利
公
正
の
遺
し
た
草
稿
が
発
見
さ

 
れ
、
福
井

県
が

入
手
し
た
。
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民
撰
議
院
設
立
建
白
書

 
 

 

明
治

7（
18

74
）年

1
月
、
板
垣
退
助
等

8
名
が
政

府
に
提
出
し
た
国
会
開

設
の
建
白

書
。

 
有
司
専
制
を
廃
し
、
「民

撰
議
院
」を

設
立
し
て
速
や
か
に
天
下
の
公
議
を
張
る
べ
し
と
主
張
す
る
こ
の
建
白
書
は
議
院
設
立
の
時

 期
等
を
め
ぐ
る
議
論
を
促
し
、
の
ち
の
自

由
民

権
運
動
に
大
き
な
影
響
を
与
え
た
。
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漸
次
立
憲
政
体
樹

立
の
詔

 
 

 

明
治

8（
18

75
）年

4
月
に
発
せ
ら
れ
た
詔
勅
。
立
法
機
関
と
し
て
元
老
院
、
司
法
機
関
と
し
て
大
審
院
、
立
法
機
関
の
下
院
を
想
定
し

 
て

地
方

官
会
議
を
設
置
し
、
徐
々
に
立

憲
政
体

に
移

行
し
て
い
く
こ
と
を
示
し
た
。

 本
文
書
の
含
ま
れ
る
「公

文
附
属
の
図
」
は
、
平
成

10
（

19
98

）年
に
「公

文
録
」と

と
も
に
、
国
の

重
要

文
化

財
に
指

定
さ
れ
た
。
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国
憲
起
草
の
詔

 
 

 

明
治

9（
18

76
）年

9
月
、
元
老
院
に
対
し
て
発
せ
ら
れ
た
詔
勅
。
元
老
院
は
明
治

13
（1

88
0）
年
に
「日

本
国
憲
按
」と

題
す
る
憲
法
草

 
案

を
奏

上
し
た
が
、
こ
の
案
は
我
が
国

の
国
体
に
十

分
適

合
す
る
も
の
で
は
な
い
と
し
て
、
成
案
と
な
る
に
至
ら
な
か
っ
た
。
明
治

14
 

（
18

81
）年

の
国
会
開
設
の
勅
諭
が

発
せ
ら
れ
た
後
、
政
府
と
し
て
憲

法
制
定
の

本
格
的
準
備
を
進
め
る
こ
と
と
な
る
。

 
本
文
書
の
含

ま
れ
る
「公

文
附
属
の
図
」は

、
平
成

10
（1

99
8）
年
に
「公

文
録
」と

と
も
に
、
国
の
重
要
文
化
財
に
指
定
さ
れ
た
。

 

14 



     

 
 

 
    

公
式
令
（
御
署
名
原
本
）
 

 
 

詔
書
・勅

書
の
形
式
、
帝
国
憲
法
・皇

室
典
範
の
改
正
の
公
布
、
法
律
・勅

令
の
公
布
等
に
つ
い
て
定
め
た
勅
令
（明

治
40
（1

90
7）

 年
）。

我
が
国
に
お
け
る
公
文
書
の
作
成
等
に
関
わ
る
基
本
法
令
と
な
っ
た
。
戦
後
、

GH
Q
の
意
向
を
受
け
て
廃
止
さ
れ
た
も
の
の
、

 
現
在
に
お

い
て
も
慣

例
と
し
て
存
続

し
て
い
る
。
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終
戦
の
詔
書
（
御
署
名
原
本
）
 

 
 

昭
和

20
（1

94
5）
年

8
月

14
日
の
御
前
会
議
で
、
ポ
ツ
ダ
ム
宣
言
の
受
諾
が
決
定
さ
れ
、
同
宣
言
受
諾
に
関
す
る
こ
の
詔
書
が
発
布

 
さ

れ
た
。
翌

15
日
正
午
、
い
わ
ゆ
る
「
玉
音
放
送
」が

行
な
わ
れ
た
。
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日
本
国
憲
法
（
御
署
名
原
本
）
 

 
 

昭
和

21
（1

94
6）
年

11
月

3
日
に
公
布
さ
れ
、
翌
年

5
月

3
日
か
ら
施
行
さ
れ
た
日
本
国
憲
法
は
、
国
民
主
権
、
基
本
的
人
権
の
尊
重
、

 
平

和
主

義
を
基
本
的
原
則
と
し
、
現

在
の
我
が

国
の

在
り
方

を
規

定
し
て
い
る
最

高
法
規
。
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サ
ン
フ
ラ
ン
シ
ス
コ
平

和
条
約
（御

署
名
原
本
） 

 
 

昭
和

26
（

19
51

）年
9
月

8
日
、
吉
田
茂
首

相
を
始
め
と
す
る
日
本
国
全

権
委
員
は
、
第

2
次
世
界
大
戦
に
お
け
る
連
合
国

48
カ

国
の

 
代
表
と
の
間
で
、
サ
ン
フ
ラ
ン
シ
ス
コ
平
和
条
約
に
調
印
し
た
。
同
条
約
は
、
昭
和

27
（1

95
2）
年

4
月

28
日
に
発
効
し
、
日
本
は

主
権

 国
家
と
し
て
独
立
を
回
復
し
た
。

 

18 



   

 

 
 

平
成
（
元
号
）
の
書

 
 

 

昭
和

64
（1

98
9）
年

1
月

7
日
、
昭
和
天
皇
の
崩
御
を
受
け
て
、
小
渕
恵
三
内
閣
官
房
長
官
に
よ
っ
て
発
表
さ
れ
た
新
元
号
「平

成
」の

書
。

 小
渕

官
房
長
官
が
新
元
号
を
発
表
す
る
様

子
の
写

真
は

内
閣

官
房
か
ら
移

管
さ
れ

た
も
の
。
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